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第１章 基本計画策定にあたって

１ 計画策定の趣旨

琴浦町は、県内町村の中でもトップの事業所数を誇り、小売業、サービス業及び

建設業を中心に多様な業種が町の経済・雇用を支えています。しかしながら、企業

は物価高騰や賃金引上げなど厳しい経営環境に直面しています。また、人材不足や

資金繰りの課題が依然として大きく、競争力強化が急がれます。

このような中、町では｢琴浦町中小企業・小規模企業振興基本条例｣に掲げる基本

理念及び基本的施策に基づき、町、中小企業・小規模企業（以下｢企業｣という。)、

商工会、金融機関、教育機関及び町民が連携して、企業の振興に関する施策の総合

的かつ計画的な推進を図ることを目的とした｢琴浦町中小企業・小規模企業振興基本

計画｣（令和 2年度～令和 6年度）（以下｢第 1次基本計画｣という。）を策定し、

取組を実施してきました。

第 1次基本計画の計画期間が終了することから、昨今の社会経済環境の変化を踏

まえた｢第 2次琴浦町中小企業・小規模企業振興基本計画｣を策定するものです。

２ 中小企業・小規模企業の定義

本計画において、中小企業及び小規模企業とは、中小企業基本法第 2条第 1項及

び第 5項の規定により下記の範囲とします。

業 種

中小企業
（以下のいずれかを満たすこと） 小規模企業

資本金の額又は
出資の総額

常時雇用する従業員 常時雇用する従業員

製造業、建設業、運輸業、

その他の業種

3億円以下 300 人以下 20人以下

卸売業 1億円以下 100 人以下 5人以下

サービス業 5000 万円以下 100 人以下 5人以下

小売業 5000 万円以下 50人以下 5人以下
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３ 計画の位置づけ

４ 計画期間と見直し時期

令和７年度（２０２５年度）から令和１１年度（２０２９年度）までの５年間とし

ます。

企業をめぐる情勢を勘案し、企業の振興に関する施策の効果に関する評価を踏ま

え、３年目（２０２７年度）に基本計画の見直し行います。

５ 計画の進捗管理と効果検証

PDCA サイクルによる計画の進捗管理及び効果の検証については、必要に応じて琴

浦町中小企業・小規模企業振興基本計画検討委員会で進捗状況を報告するとともに、

条例第１２条に基づき、実施状況を検証し、公表します。

れ

Plan
（計画）

Action
（改善）

Do
（実施）

Check
（点検・評価）

基本計画検討委員会

琴浦町中小企業・小規

模企業振興基本計画

＜町の関連計画＞
・琴浦町食育推進計画
・琴浦町すくすくプラン
・琴浦町男女共同参画プラン
・琴浦町人権施策基本方針
・琴浦町地域福祉計画
・琴浦町地域防災計画

連携

琴浦町総合戦略

琴浦まちづくりビジョン

琴浦町中小企業・

小規模企業振興基本条例
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第2章 体系図

将来像 計画の柱 基本的施策（条例第５条）

『しごと』

創業、経営基盤

の改善・向上

『ひと』

人材確保・育

成・事業承継

『つながり』

相互連携・支援

地域経済の活性化

（１）経営の安定及び革新

（２）経営基盤の整備

（３）新事業の創出及び

起業支援

（４）資金調達の円滑化

（５）人材育成・確保及び

雇用の安定

（６）労働環境の改善

（７）事業承継の促進

（８）支援・連携ネット

ワークの構築

（９）情報の収集及び提供

琴浦まちづくり

ビジョン
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第３章 課題・取組

『しごと』創業、経営基盤の改善・向上

① 経営の安定及び革新

【課題】
○経営相談・指導体制の充実及び円滑な資金調達の支援により、企業の経営の安定
強化を推進し、併せて革新的な取組により企業価値を高める必要があります。

○昨今のさまざまな事象によって変化した社会環境、経済環境、消費者の行動を踏
まえ、経営の見直しや事業再構築・多角化、生産性向上等を図る必要がありま
す。

○新しい事業や商品の企画・開発、販路開拓等を行うにあたり、その分野の専門的
な知識やスキル、ノウハウを持った人材が不足しがちです。

○地域経済活性化を図るため、町産品の発信ならびに首都圏や海外における販路拡
大を推進する必要があります。

○先行きが不透明な時代において、経営課題の解決のためデジタル技術を有効活用
し、従来のビジネスモデルや組織の変革を図っていく必要があります。

○新型コロナウイルス感染症の影響を受けた多くの企業が国・県の資金繰り支援
（制度融資）を活用しており、元金等の返済が必要です。

【取組事項】
○経営安定、事業再構築・多角化、ＤＸ(デジタルトランスフォーメーション)（※1）
に関する町・県・国の施策の周知を図ります。

○企業の持続的な発展のための革新的な取組及びデジタル技術等を活用した生産性
向上の取組を支援します。

○ふるさと納税の仕組みを活用し、地元産品の情報発信や販売促進を行います。
○県や関係機関等が開催する物産展や商談会の情報提供に努めます。
○とっとり中部発信プロジェクトへの参画推進に努めます。
○商工団体等と連携し、情報を共有化することで、相談支援体制の強化を図るとと
もに、経営相談の働きかけを行います。

○財務に関する相談窓口の周知を図ります。

② 経営基盤の整備

【課題】
○中小企業・小規模企業は、大企業と比較して、経営基盤が弱いことから経済変動
の影響を受けやすい状況にありますが、小規模であることの利点を生かした経営
計画策定を通じて、経営環境の変化に強い企業となる必要があります。

○電子帳簿保存法の改正に伴う保存要件の変更については引き続き周知が必要で
す。
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【取組事項】
○企業の各事業分野の抱える課題について、相談窓口の周知を図ります。
○企業の生産性向上に資する設備投資の促進及び町内事業所の新増設等により産業
の振興、雇用の確保を図るため、税制面での優遇措置を図ります。

○商工団体等と連携し、デジタル技術の活用に関する知識の普及に努めます。
○税制改正により必要となる対応について、周知を図ります。

③ 新事業の創出及び起業支援

【課題】
○時代のニーズに合った新たな事業分野の展開が必要です。
○地域資源の活用や地域活性化に繋がるような起業の発掘を推進し、本町における
新たな産業の芽を伸ばしていく必要があります。

○町内在住者及びＩＪＵターン者による起業の推進のほか、交流人口（※2）・関係人
口（※3）の拡大、働き方改革（※4）に伴う多様な企業ニーズに対応することが必要
となっています。

【取組事項】
○新事業や新商品開発にチャレンジする企業に対し、支援を行うとともに、各種支
援制度の情報提供を行います。

○特定創業支援窓口として、各支援団体と協力し、各種創業セミナーや創業塾の周
知に努めます。

○県や関係機関と連携し、町内在住者及び町外からの移住定住に結び付く起業の推
進を図ります。また、企業誘致については、人手不足の雇用情勢が継続している
中、製造業などの雇用の多い企業の誘致は困難であるため、ベンチャー企業（※5）

やスタートアップ企業（※6）の誘致を支援するとともに、サテライトオフィス（※

7）やワーケーション（※8）を推進し、交流人口等を創出することによって、地元企
業との連携を図り、地域産業の成長へと繋げます。

④ 資金調達の円滑化

【課題】
○事業継続及び創業時などに必要となる資金の円滑な調達を行うため、各種融資制
度の活用、資金調達に関する相談機関との連携が必要です。

【取組事項】
○国や県が行う低利融資制度や日本政策金融公庫が取り扱う小規模事業者経営改善
資金の活用、県と協調した利子補給により、企業の負担軽減を図ります。

○金融相談窓口の周知を図ります。
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『ひと』人材確保・育成・事業承継

⑤ 人材育成・確保及び雇用の安定

【課題】
○令和 5年度の有効求人倍率は 1.48 倍となっており、生産年齢人口の減少等によ
り、依然として売り手市場となっています。加えて、求人ニーズと求職希望の不
一致が生じており、今後さらなる人手不足の深刻化が懸念されます。

○高校及び大学卒業時の県外流出を抑えるとともに、県外進学者の卒業時に町内企
業への就職を促進する必要があります。

○町内企業をよく認識しないまま就職する傾向があり、就業条件の認識不足や仕事
内容がイメージと異なっていた等の理由から若者等の離職率が高くなっているた
め、“見て・知って・体験する”場の提供が必要です。

○外国人労働者や外国人技能実習生（※9）が年々増加する中、主に住居確保・生活習
慣・日本語教育が課題となっており、企業に対しサポートを行う必要がありま
す。

【取組事項】
○「しごとプラザ琴浦」や関係機関等と連携し、合同求人説明会や就職応援セミナ
ー、企業向けセミナーを開催し、求職者と企業の相互理解を深める場を設ける
等、雇用のマッチング実現に向けた取組を推進します。

○教育機関と連携し、ふるさと・キャリア教育（※10）の取組を行うことにより、郷
土愛を育み、次世代を担う子ども達を育成します。また、児童・生徒に対し、地
域で働く人から話を聞く授業、企業や農家等での職場・農家体験並びに、こども
園、高齢者福祉施設での交流・福祉体験を通し、町内企業の良さ、地域に暮らす
人々の生き方を学ぶ教育活動の推進に努めます。

○地元企業への就職意欲を高めるため、高等学校、大学等の教育機関と連携し、企
業見学や職場体験、インターンシップ（※11）等の推進を行います。
また、高校生やその保護者・進路担当の教員に対し、町内企業を知ってもらうた
めの取組に努めます。

○外国人労働者や外国人技能実習生を雇用している企業の状況把握を行うととも
に、県や国による生活支援、就労支援についての相談窓口を周知し、鳥取県国際
交流財団等の関係団体と連携を図り、課題解決に努めます。

○ホームページ、ＳＮＳ（※12）等を活用した就職情報の発信に努めます。
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⑥ 労働環境の改善

【課題】
○高齢者や女性、障がい者、外国人等従業員誰もが働きやすい環境を整えるととも
に、経営を維持・発展させるために、経営者の意識・行動改革が必要です。

○琴浦町の女性労働率は、子育て世代である３０、４０代の就業率が全国及び県内
と比べても高いことが特徴です。子育てや介護をする上で職場と家庭の協力が必
要不可欠であるため、両立を図る取組を推進していく必要があります。

○生産年齢人口の減少が進む中、一人ひとりの事情に応じた多様で柔軟な働き方を
選べるようにすることにより労働者の就業機会を広げ、意欲や能力を発揮できる
環境をつくることが重要です。

○県中部全域が慢性的な人手不足の状況のため、事業者はデジタル技術も活用しな
がらさらなる業務改善を進め、省力化や効率化により労働生産性を高めていくこ
とが必要です。

【取組事項】
○働き方改革サポートオフィス鳥取等の支援窓口の周知を図ります。
○鳥取県男女共同参画推進認定企業制度等の普及に努めます。
○子育てや介護と仕事の両立を図るため、町内企業に対し、働きやすい職場づくり
推進に向けた研修会の実施及び国・県等の各制度の周知を図りながら、労働環境
の改善を推進します。

○時差出勤や時短勤務、副業・兼業の許可、ＩＣＴ（※13）を活用した在宅勤務・テ
レワーク等の多様な働き方を実現し、多様な人材を活用するための取組や業務改
善による生産性向上に関する国・県の各種支援制度の周知を図ります。

令和 2年国勢調査 就業状態等基本集計（総務省統計局）より



8

⑦ 事業承継の促進

【課題】
○経営者の高齢化と後継者難による事業継続が課題です。これから先、円滑な事業
承継を行うためには、事業の持続性を確保できるだけではなく、後継者による新
たな事業展開も期待できることや、町の経済活性化にも繋がるため、相談体制の
充実や専門的なサポート機関との連携が必要です。

○第三者承継（※14）については心理的な抵抗感が根強くあります。後継者問題解決
の手段として第三者承継の啓発をしていく必要があります。

【取組事項】

○円滑な事業承継を進めるための相談窓口の周知を図ります。

○鳥取県事業引継ぎ支援センター、商工団体、金融機関との連携に努めます。

○国や県の事業承継に関する施策の周知を図ります。

○第三者承継について正しい知識やノウハウ・メリットを周知し、機運の醸成を

図ります。また、第三者承継にかかるマッチングの円滑化を図り、マッチング

後の取組を支援します。

琴浦町の経営者全体の平均年齢 62.２歳

琴浦町の後継者がいない事業所 約６割

鳥取県地域における企業の事業継続に関するアンケート報告書(令和 4年 2月）より

後継者・後継者

候補がいる, 
34.2%

従業員/役員から選
定で未定　, 2.7%

後継者候補が年少, 2.7%

後継者未検討, 
17.5%

親族・従業員に

後継者候補がい

ない, 12.1%

第三者候補不在, 
5.4%

後継者に断られた, 
1.3%

断られそうで未打診, 
1.3%

後継者不在/未回答, 2.7%

引き継ぐつもり

がない, 15.4%

未回答, 4.7%

後継者がいない

61.1％

後継者がいる

34.2％
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『つながり』相互連携・支援 地域経済の活性化

⑧ 支援・連携ネットワークの構築

【課題】
○2018 年の地域経済循環図では、町内の生産額（付加価値額）と町民及び企業が

域外から稼いでくる金額の合計 681億円が所得として入り、支出では 184億円

が域外へ流出しているという結果となっています。その結果、地域経済循環率は

73％であり、27％は地域外に流出していると言えます。今後、地域経済循環の過

程で地域外にお金が流出した場合、地域経済が縮小する恐れがあるため、町内で

生産・加工される産品や製品の購入または町内企業間での受発注により、町内で

の資金循環を促す取組が必要です。

出典：地域経済分析システム（ＲＥＳＡＳ）

「付加価値額」は企業で言えば、粗利益の部分であ

り、大雑把に言うと、「売上」から「仕入や外注費

等の費用」を差し引いた額であり、地域の稼ぎを分

配する前の「もうけ」の総額を示すもの。

地域の経済を生産面で支えている産業が何か、そ

して、各産業の労働生産性はどの程度で、それが他

地域と比較して優位と言えるのかを把握することが

できる。

「雇用者所得」とは、地域住民が労働の対価として受

け取る賃金や給料等。「その他所得」とは、「雇用者

所得」以外の所得であり、財産所得、企業所得、交付

税、社会保障給付、補助金等が含まれている。

棒グラフの青い部分は「①生産（付加価値額）」で

稼いだ所得を示しており、オレンジの部分は他地域か

ら流入した所得を示している。

「雇用者所得」の流入とは、町民が地域外に勤務し

て、給料等を持ち帰っている状態のこと。「その他所

得」の流入とは、町外の企業からの配当や町外で納税

された税金の再配分等を通じて、町にお金が流入して

いること。

「民間消費額」とは、住民の消費等。

「民間投資額」とは、企業の設備投資等。

「その他支出」とは、政府支出と地域産業の移輸

出入収支額等が含まれており、役場や国の出先機

関等からの発注額などもこの項目に含まれる。

棒グラフの青い部分は、消費や投資等、町に支

出された金額を示している。上部にある点線に囲

まれた部分は、他地域への流出額を示している。

「民間消費額」は他地域に 5億円、「民間投資

額」では 69億円、「その他支出」では 110 億円

と合計 184 億円が流出していることになる。
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○支援団体（商工会等）に加入していない事業者に対する加入促進、ネットワー
ク、相談体制のＰＲが必要です。

【取組事項】
○地域内経済循環の促進を図るため｢ＢＵＹコトウラ運動｣（※15）を展開し、町内
企業の製品、技術及びサービスに関する情報を町民へ広く紹介するとともに、
地域内資源の積極的な活用、町内での消費喚起を促します。

○工事の発注、物品及び役務の調達等、町内企業への発注機会の確保や増大に
努めます。

○商工会への加入促進を図るための声かけを行います。
○まちゼミ（※16）を通して、住民と企業との交流を広げるとともに、企業間の連携
を強化することで、地域のつながりを深め、地域内経済循環を促します。

○商工業と町の観光資源を融合させた地域活性化の取組を検討します。

⑨ 情報の収集及び提供

【課題】
○各種支援制度を活用していただくために、情報を周知する必要があります。

【取組事項】
○国や県の動向を把握し、即座に対応できるよう情報収集を行い、企業訪問時や広
報誌並びにホームページ、商工会の会報や SNS等を通じ、周知に努めます。

琴浦町事業所数６７３社 （うち小規模事業者 ５７６社）
琴浦町商工会員数 ４３８社（加入率 約６５％）定款会員、特別会員除く

琴浦町商工会調べ（令和６年４月現在）
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参考資料

用語解説

※ １ ＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）

経済産業省の定義では、企業がビジネス環境の激しい変化に対応し、データとデジタル技術

を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変革するとと

もに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立

すること。

※ ２ 交流人口

外部からある地域に何らかの目的で訪れる人口のこと。その地域を訪れる目的としては、通
勤・通学、買い物、習い事、スポーツ、観光、レジャーなど、特に内容を問わない。

※ ３ 関係人口

移住した「定住人口」でもなく、観光に来た「交流人口」でもない、地域の人々と多様に関わ
る人々のことを指す。ふるさと納税を通じて寄付をした人、地域おこし協力隊など。

※ ４ 働き方改革

働く方の置かれた個々の事情に応じた多様な働き方を選択できる社会を実現することで、労働
生産を高め、働く人一人ひとりがより良い将来の展望を持てるようにすることを目指す改革。

※ ５ ベンチャー企業

成長過程にある中小企業を指し、中長期的にこれまでに存在していなかった新しい技術やビジネ

スモデルを展開していく企業。

※ ６ スタートアップ企業

新しいビジネスモデルを創り出して、短期的に市場を開拓していく企業。

※ ７ サテライトオフィス

企業の本社、本拠地から離れた場所に設置されたオフィスのこと。本社の“サテライト＝衛星”
のように存在することから、このように名付けられた。オフィスの所在地を変える、もしくは
増やすことで多様な働き方を実現しようとする試み。

※ ８ ワーケーション（Workation）

「ワーク」（Work：仕事）と「バケーション」（Vacation：休暇）を組み合わせた造語。「働き
ながら休暇を取る」ことで、リゾート地などで休暇を兼ねて、通信環境の整った場所で行う労
働形態を指す。

※ ９ 外国人技能実習生（外国人育成就労制度へ移行予定）

日本において企業や個人事業主等の実習実施者と雇用関係を結び、出身国において修得が困難
な技能等の修得を目指す外国人。
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※ 10 キャリア教育

一人ひとりの社会的・職業的自立に向け、必要な基盤となる能力や態度を育てることを通して、
キャリア発達を促す教育。

※ 11 インターンシップ

学生が自己の適正の把握や仕事内容の理解するために、在学中の一定期間に企業内で就業体験
を行うこと。

※ 12 SNS（Social Networing Service：ソーシャルネットワーキングサービス）

人と人との社会的繋がりを維持・促進する様々な機能を提供する会員制のオンラインサービ
ス。

※ 13 ICT（Information and Communication Technology）

情報通信技術。

※ 14 第三者承継

事業主の親族や従業員以外の、第三者によって事業を引き継ぐこと。

※ 15 ＢＵＹコトウラ運動

地域内の経済を活性化させることで琴浦町民の生活を向上させる運動。

町内のお店で買い物をする、町内で作られたモノを選ぶ（贈る）、町内の飲食店を

利用することをみんなが意識して実践し、地域全体を豊かに、住みよい町にして

いく運動。

※ 16 まちゼミ（正式名称：まちの専門家が教える得するまちのゼミナール）

地域の店舗が主体となり、専門的な知識や技術を無料で地域住民に教える講座形式の取組。地

域住民が交流を深めながら、お店の魅力などを伝える場として広がっている。
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琴浦町中小企業・小規模企業振興基本条例

平成31年３月 22日

条例第12号

琴浦町は、鳥取県のほぼ中央に位置し、豊かな自然環境や歴史・文化が根づく、安らぎにあふれ

た町である。北は商工業地帯、中心部は県下有数の生産・販売高を誇る農業、南は大山滝、伯耆の

大シイ、船上山等で知られる風光明媚な地域となっている。

町内事業所数は、県内町村の中でもトップクラスを誇り、小売業、サービス業及び建設業を中心

に多様な職種が町の経済・雇用を支えている。

近年、自然災害が多発する中、平成 30 年には台風 24号により町内でも大きな被害が各所で発

生したが、その際には多くの地元企業の協力を受け、災害発生時及び災害復旧の対応を行うことが

できた。これは地域に様々な企業が多数存在していることの重要性を改めて認識する機会となった。

一方で、少子高齢化の進行や人口減少といった社会情勢の変化により、事業の継続や事業承継に

苦慮している事業者も多く、また、人材の確保が困難であることを理由に廃業する事業者も増加し

ており、町内の商工業の基盤が揺らいでいる状況にある。

こうした背景の中、地元企業の安定経営と地域経済の持続的発展を図るためには、中小企業・小

規模企業の主体的な努力はもとより、町、商工会、金融機関、教育機関及び町民が連携し、中小企

業・小規模企業の振興の重要性を理解し、守っていくことが必要である。

このため、中小企業・小規模企業の振興を町政の重要な柱と位置づけ、地域社会が一体となって

中小企業・小規模企業の振興を図ることにより、豊かで活力のある町、安心して暮らせる町の実現

のため、ここにこの条例を制定する。

(目的)

第１条 この条例は、中小企業・小規模企業が琴浦町における経済の発展に果たす役割の重要性に

鑑み、その振興に関し、基本理念を定め、町の責務、事業者及び商工会の役割等を明らかにする

とともに、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進することにより、

中小企業・小規模企業の成長発展及びその事業の持続的発展並びに地域経済の活性化を図り、も

って町民の生活の向上に寄与することを目的とする。

(定義)

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の定義は、当該各号に定めるところによる。

(１) 中小企業 中小企業基本法(昭和38年法律第154号)第２条第１項各号に規定する事業者

であって、町内に事務所又は事業所を有するものをいう。

(２) 小規模企業 中小企業基本法第２条第５項に規定する事業者であって、町内に事務所又は

事業所を有するものをいう。

(３) 商工会 商工会法(昭和 35 年法律第 89 号)の規定に基づく商工会であって、町内に事務

所を有するものをいう。

(４) 金融機関 銀行、信用金庫その他金融業を行う者及び信用保証協会で町内に所在するもの
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又は町内で事業活動を行うものをいう。

(５) 教育機関 学校教育法(昭和 22 年法律第 26号)第１条に規定する学校その他職業に必要

な能力を育成することを目的とする機関で町内に所在するものをいう。

(６） 町民 町内に在住する者及び町内に通勤又は通学する者をいう。

(基本理念)

第３条 中小企業・小規模企業の振興は、中小企業・小規模企業が地域の経済及び雇用を支える担

い手として重要な役割を果たしているという基本的認識の下、中小企業・小規模企業の自らの創

意工夫及び自主的な努力を尊重しつつ、国、県その他関係機関との連携を図り、中小企業・小規

模企業の成長発展及びその持続的発展が図られることを旨として推進することを基本とする。

(基本計画の策定)

第４条 町は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、

中小企業・小規模企業振興基本計画(以下「基本計画」という。)を定めるものとする。

２ 町は、基本計画を定めるに当たり、中小企業・小規模企業の意見及び商工会の経営発達支援計

画を反映させるために必要な措置を講ずるものとする。

３ 町は、中小企業・小規模企業をめぐる情勢の変化を勘案し、及び中小企業・小規模企業の振興

に関する施策の効果に関する評価を踏まえ、おおむね３年ごとに基本計画に検討を加え、必要が

あると認めるときは、これを変更するものとする。

４ 第２項の規定は、基本計画の変更について準用する。

(基本的施策)

第５条 第１条の目的を達成するため、第３条の基本理念に基づく基本的施策は、次の各号に掲げ

る中小企業・小規模企業の振興に関する施策とする。

(１) 経営の安定及び革新に関する施策

(２) 経営基盤の整備に関する施策

(３) 人材育成・確保及び雇用の安定に関する施策

(４) 労働環境の改善に関する施策

(５) 事業承継の促進に関する施策

(６) 新事業の創出及び起業支援に関する施策

(７) 資金調達の円滑化に関する施策

(８) 支援・連携ネットワークの構築に関する施策

(９) 情報の収集及び提供に関する施策

(町の責務)

第６条 町は、第４条に定める基本計画に基づき、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を策

定し、実施するものとする。

２ 町は、工事の発注、物品及び役務の調達等に当たっては、公正な競争性を確保しつつ、予算の

適切な執行に留意しながら、中小企業・小規模企業をはじめとする町内事業者の受注機会の確保

や増大に努めなければならない。

３ 町は、中小企業・小規模企業が豊かな地域社会づくりへの貢献や地域住民の生活の向上に寄与

していることについて、住民への理解を深めるよう努めなければならない。

(中小企業・小規模企業の役割)

第７条 中小企業・小規模企業は、経済的社会的環境変化に応じて、自らの経営基盤の強化及び経
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営革新に努めるものとする。

２ 中小企業・小規模企業は、雇用の機会の確保、人材の育成その他雇用における環境の整備に努

めるものとする。

３ 中小企業・小規模企業は、環境に配慮した事業活動を行うとともに、災害発生時には町及び町

民と互いに協力するよう努めるものとする。

４ 中小企業・小規模企業は、子育て、介護支援等に配慮したワークライフバランスに関する取組

を行い、全ての人がお互いを尊重し、共に働きやすい職場づくりに努めるものとする。

５ 中小企業・小規模企業は、商工会への加入に努めるものとする。

６ 中小企業・小規模企業は、地域社会を構成する一員として、地域社会との調和を図り、安心し

て暮らしやすい地域社会の実現に貢献するよう努めるものとする。

(商工会の役割)

第８条 商工会は、中小企業・小規模企業の経営の向上及び改善に積極的に取り組むとともに、町

が行う中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施について協力するよう努めるものとする。

(金融機関の役割)

第９条 金融機関は、中小企業・小規模企業が自主的に経営力向上、経営基盤の強化及び経営の革

新に取り組むことができるよう円滑な資金の供給、経営の相談の対応等を行い、中小企業・小規模

企業の育成及び事業の持続的な発展に協力するよう努めるものとする。

(教育機関の役割)

第 10条 教育機関は、児童・生徒に対し、職場体験活動、職業に関する理解を深める学習等を通

じ、郷土愛を育むとともに、健全な職業観及び勤労観を形成し、地域の将来を担う人材育成に協

力するよう努めるものとする。

(町民の理解と協力)

第 11条 町民は、中小企業・小規模企業の振興が地域経済の基盤形成と雇用環境の整備等の町民

の生活の向上において重要な役割を果たしていることを理解し、中小企業・小規模企業の健全な

発展に協力するよう努めるものとする。

２ 町民は、消費者として町内で生産、製造及び加工される産品並びに提供されるサービスを積極

的に利用するよう努めるものとする。

(施策の実施状況の検証・公表)

第 12条 町は、毎年度、中小企業・小規模企業の振興に関する施策の実施状況を検証し、公表す

るものとする。

２ 町は、前項の検証に当たっては、中小企業・小規模企業、商工会その他関係機関の意見を聴く

ものとする。

(財政上の措置)

第 13条 町は、中小企業・小規模企業の振興に関する施策を実施するため、必要な財政措置を講

ずるよう努めるものとする。

(委任)

第 14条 この条例の施行に関し必要な事項は、町長が別に定める。

附 則

この条例は、平成31年４月１日から施行する。



琴浦町商工観光課

鳥取県東伯郡琴浦町大字徳万５９１番地２

ＴＥＬ：（０８５８）５２－１７１３

ＦＡＸ：（０８５８）５２－１７１４


